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情報サービス課
科学研究費補助金で購入した文献図書資料の取扱いについて
　科学研究費補助金で購入した文献図書資料（以下、「資料」とする。）については、情報サービス課において寄附受入及び資産登録を行い、管理いたします。

　今後科学研究費補助金で資料を購入される場合は、下記の図に従って手続きを行ってください。
【手続きの流れ】

　　　＜教　員＞
　　＜財　務　課＞

　＜情報サービス課＞


















　注１）発注・納品検収は財務課調達係が行いますので、納品先は必ず調達係としてください。
　注２）資産とするか否か（備品か消耗品か）は、現物を確認の上判断いたします。
　注３）貸出期間は、該当する研究計画の最終年度の年度末を最長とします。
　注４）教育・研究上一時的な意義しか有さないもの（例：研究会での配付資料、新聞・雑誌等）は資産登録の対象となりません。ただし、雑誌のバックナンバー、セットものは、資産登録が必要と判断される場合がありますので、情報サービス課にご相談下さい。
※ 立替払・前渡金で資料を購入した場合も、②の納品検収以降と同様の取り扱い（ただし、前渡金による購入資料の検収は経理係担当）となります。
【資料の購入依頼】

購入依頼は調達係へ物品購入等請求書を提出してください。立替払い、経費精算等により購入の資料も寄附受入及び資産登録の対象となります。購入後ただちに資料と必要添付書類を処理担当係（下記参照）までお持ち下さい。

· 立替払いで購入した資料


→調達係

· 資金前渡により現地で購入した資料

→経理係
※必要添付書類

領収書、その他参考資料
上記のもので１冊（点）ごとの価格がわからない場合はわかる
ものを添付してください。
【寄附の受入】

	
	（科研費ハンドブックより）

3-11

　研究代表者及び研究分担者は、直接経費により購入した設備等を、購入後直ちに（直ちに寄附することにより研究上の支障が生じる場合であって、当該研究代表者又は研究分担者が寄附の延期について文部科学大臣の承認を得た場合にあっては、当該寄附が延期された時期に、また、直ちに寄附することにより研究上の支障が生じる５万円未満の図書の場合にあっては、研究上の支障がなくなる時に）所属する研究機関に寄附しなければならないこととされているので、これを受け入れて適切に管理すること。




とあるため、情報サービス課が「図書」と判断するものについては、固定資産となり、寄附手続きが必要です。
ただし、特別研究員に関しては、

	
	（科研費ハンドブック（３）設備等に係る事務等より）
3-11-1
　研究代表者は、直接経費により購入した設備等（５万円以上のものに限る）を、購入後直ちに（直ちに寄附することにより研究上の支障が生じる場合であっては、日本学術振興会の特別研究員という研究代表者としての応募資格を有しなくなるまでに）研究機関に寄附しなければならないこととされているので、これを受け入れて適切に管理すること。




とあるため、情報サービス課が「図書」と判断するものについては、５万円以上のものに限り、固定資産となり、寄附手続きが必要です。

【科研費分担金から購入資料の寄附の受入】
　館内教員が、他機関研究代表者の分担者となった場合、もしくはその逆の場合も、最終的に資料を使用する機関への寄附手続きをお願いします。例えば、分担者が使用するために購入した資料を研究期間満了後に代表者へ返却される予定でしたら、代表者の所属する研究機関へ寄附をお願いします。物品の寄附先は発注依頼をする前に研究者間の話し合いで決定してください。
　なお、決定した寄附受入先を「物品購入等請求書」（改訂版）の「設置場所」欄へ必ず記入し調達係まで提出してください。

② 調達係が


発注・納品検収（注１）








① 教員が科研費で


資料を購入依頼








③ 文献図書係が


寄附受入・資産登録





資産計上するか（注２）





⑤ 情報サービス係が返却処理








⑥ 図書室書庫で管理








④ 情報サービス係が貸出処理（注３）











しない（注４）








研究による使用が終了した
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寄附申請書


資産登録報告











財務管理係が決裁書類作成
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研究室に置くか








